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 通勤交通は、都市交通における主要な部分を占めて

いることから、通勤トリップ長を分析することは、エ

ネルギー消費の削減や環境への負荷、持続可能な都市

の形成などを考慮する上で重要な指標となっている。

また、通勤交通は、居住地から発生する交通と従業地

へ集中する交通から成り立っているため、通勤トリッ

プ長は、居住地及び従業地の規模、職住分布構造、通

勤者の交通行動などによって大きく影響を受ける。こ

のため、これらの影響要因を通して種々の通勤トリッ

プ長削減策が考察されてきた。 

このうち、就業者が従業地を選好する通勤交通行動

に関しては、ストウファーの介在機会モデルを基礎と

したプリファレンス曲線を基に多くの研究が行なわれ

てきた。しかしながら、これの研究は居住地ゾーンを

ベースに、就業者が居住地からある確率に従って従業

地を選好して通勤するという行動を把握することは可

能である。しかしながら、従業地ゾーンから見たとき、

いずれの居住地ゾーンからの就業者が当該ゾーンを従

業地として選好しているかどうかについては把握する

ことはできない。通勤トリップ長の削減策等を職住分

布構造としての従業地分布の面から考察するうえでも、

各従業地ゾーンにおける通勤交通行動を把握すること

は重要である。 

本研究では、まず対象都市の職住分布構造としての

従業地分布を把握するために、各従業地ゾーンの従業

密度により順位規模分布曲線を作成するとともに、従

業密度によりゾーンをいくつかのクラスターに分類し

た。そして、各クラスターの代表ゾーンを対象に従業

地プリファレンス曲線を作成して、従業地からみた通

勤交通行動を視覚的に、計量的に分析を行った。本研

究においては、札幌市の通勤交通を対象に種々の分析

を行った。 

 

2. 分析手法 
2.1. 順位規模分布曲線について  
 従業地ゾーンを従業密度によって分類するための

順位規模分布曲線が図-1 である。図-1 の縦軸（Y 軸）

は、各ゾーンの従業者数を面積（市街化区域）で除し

対数表示（従業密度（対数））した数値を表す。また、

横軸（X 軸）は従業密度の大きいゾーンから順位付け 

図-1 順位規模分布曲線の概念図 
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 (1)従業地分布が同規模化する場合 
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(2)従業地分布が分散化する場合 
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(3)従業地分布が一極集中化する場合 
図-2 従業地分布の変化に伴う順位規模分布曲線 

平成18年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第63号Ｄ－２９



し、大小順に並び替えた順位（ゾーンの順位）を表わ

す。この曲線は「サイズがｋ番目に大きい要素が全体

に占める割合が 1/ｋに比例する」という経験則である

ジップの法則（Zipf’s law）に基づいている。 
順位規模分布曲線の変化をみることにより、分析す

る都市の職住分布構造が一極集中の傾向にあるか、あ

るいは分散化傾向にあるか等を視覚的に把握すること

も可能である。図-2 の（１）は、各ゾーンの従業地分

布が同規模程度に増大する場合、すなわち各ゾーンの

従業者数が同じ比率で増大していることを示している。

順位規模が大きいゾーン間で拡がりを見せている（２）

の場合には、従業地分布が分散化している傾向を示し

ている。一方、順位規模が小さいゾーン間で拡がりを

見せる（３）の場合は、従業地分布がより一極集中化

に向かっている傾向を示している。 

次に、順位規模分布曲線によるゾーンの分類、すな

わちゾーンのクラスターの方法としては、縦軸の従業

密度の値による識別がある。図-1 に示す 4 つのクラス

ターに分類したとき、各クラスターに属するゾーンは

一般的に次のように識別されている。クラスター1 は

中心市街地（CBD）、クラスター2 はやや高度に発展し

た副都心、クラスター3 は新興の副都心、さらにクラ

スター4 は長期的に見て将来副都心となりうるゾーン

である。本研究では、この順位規模分布曲線の変化か

ら職住分布構造の変化を考察するとともに、この曲線

を基にゾーンを各クラスターに分類する。 
2.2. 従業地プリファレンス曲線について 
 従業地プリファレンス曲線は、図-3 に示されている

ように居住地の分布状況を表す発生トリップの累積比

率と、従業地における就業者の集中状況を表す集中ト

リップの累積比率の関係を示したものである。この曲

線を通して従業地へある確率に従って就業者が選好し

て通勤するという行動を把握することが可能となる。

従業地プリファレンス曲線の特性として、内々トリッ

プ比率も含め近距離ゾーンからのトリップ比率が多

いとき、曲線は左側へシフトし、遠距離ゾーンからの

トリップ比率が多くなると、右側にシフトする特徴を

持っている。また、この曲線は、同じグラフ上に異な

るゾーンの曲線を描くことができることから、各ゾー

ンの通勤交通行動の違いを視覚的に容易に把握する

ことができる。そして、この曲線を通して計量的に分

析するには、曲線回帰によるパラメータ推定が必要で

ある。 

 
3. 札幌市における順位規模分布曲線 
3.1．分析対象都市 
 本研究においては、図-4 に示す札幌都市圏の通勤交

通を対象に分析を試みた。分析対象年次はパーソント

リップ調査が行われた 1972 年、1983 年及び 1994 年で、

分析対象ゾーン数は 53 である。また、各年次の総トリ

ップ数及び平均通勤トリップ長は、335218、498434、
606116 トリップ数、4.85、5.62、5.97Km である。CBD
はゾーン 1 であり、集中トリップ比率は 28.5％、22.3％、

19.5％へと変化している。また、順位規模分布曲線の

作成のためには、札幌市の事業所統計調査を使用した。

調査データは、パーソントリップ調査年次に近いデー

タを用い、表-1 には調査年次、総従業者数及び市街化

面積等を示した。 
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図-3 従業地プリファレンス曲線の例 
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図-4 札幌都市圏のゾーン図 

 

表-1 札幌市の総従業者数及び総面積 

都市 年次 ゾーン数 総従業者数 総面積（k㎡）

1972 520934
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図-5 札幌市の順位規模分布曲線 
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3.2. 順位規模分布曲線 
 順位規模分布曲線を各年次に対して作成した結果

が図-5 である。各年次間の時系列的な変化を見ると、

1972 年から 1986 年、1996 年にかけて順位規模の大き

いゾーン間において曲線の拡がりを見ることができる。

前述のように、CBD であるゾーン 1 の集中トリップ比

率が減少しているが、この順位規模分布曲線からも札

幌市の職住分布構造が一極集中から分散化傾向に変化

している状況が窺える。 

 また、作成した順位規模分布曲線を基にゾーンの分

類、いわゆるゾーンのクラスター分類を行った。ここ

では、図-5 に示すように Ln(従業密度)の値によって大

きく 4 つのクラスターにゾーン分類を行った。 
3.3．ゾーンのクラスター分類 

表-2 は、図-5 の順位規模分布曲線を基に 4 つのクラ

スターに分類した結果を取りまとめたものである。こ

こでは、3 年次間の職住分布構造の変化を見るため

CBD 及び各クラスターごとに従業者数、従業者率、ゾ

ーン数等をまとめ示した。クラスター1 及び２におい

てはゾーン数に大きな変化はないが、クラスター3 に

おけるゾーン数の増加、一方クラスター4 における減

少傾向が見られる。図-6 から図-8 には、各年次におけ

る各ゾーンのクラスターを濃淡図で示した。これら 3
つの図の比較検討からも、札幌市における職住分布が

経年的に分散化傾向していることが理解できる。この

ように、順位規模分布曲線によりゾーンのクラスター

分類により都市の時系列な変化を比較的容易に把握す

ることができる。 
 

4. 札幌市における従業地プリファレンス曲線 

4.1. 従業地プリファレンス曲線の曲線回帰 

本研究では対象とする 53 ゾーンの 3 年次に対して、

それぞれ従業地プリファレンス曲線の作成を試みた。

表-3 に示すように、曲線の相関係数から 2 次曲線によ

る曲線回帰が優れていることが分かる。そこで、各ゾ

ーンの通勤交通行動としての従業地プリファレンス曲

線は、式（1）に示す 2 次曲線によって曲線回帰される

回帰係数及び定数に従うものとする。 

cbxaxy ++= 2
              （1） 

ここで、 a、b ：回帰係数 
      c    ：回帰定数 

また、回帰係数及び定数を各年次の平均値で比較す

ると、係数 a の値は 1972 年から 1983 年間において

0.1105、1983 年から 1994 年間において 0.0313、それぞ

れ減少している。また、回帰定数 c の値も 0.0704、0.0056
それぞれ年次間において減少していることが窺える。

このことより、曲線がより曲線的になり、近距離ゾー

ンからのトリップ比率が減少していることが窺える。

なお、平均通勤トリップ長は 1972 年 (4.850Km)から

1983 年（5.615）では 0.766km の増加、1983 年から 1994
年(5.966)では 0.350km 増加していることからも、通勤

交通行動の変化が理解できる。 

表-2 クラスター分類の結果 

1972-1986 1972-1996 1986-1996
CBD従業者数 119273 143973 160889 20.7% 34.9% 11.7%

従業者率 22.9% 19.5% 17.2% -14.6% -11.8% -184.8%
クラスター1
従業者数 187152 213335 238945 14.0% 27.7% 12.0%
従業者率 35.9% 29.0% 25.6% -19.4% -11.6% -175.7%
ゾーン数 3 3 3 0 0 0

クラスター2
従業者数 134129 144354 226203 7.6% 68.6% 56.7%
従業者率 25.7% 19.6% 24.2% -23.9% 23.7% -198.5%
ゾーン数 8 7 10 -1 2

クラスター3
従業者数 92431 208916 319156 126.0% 245.3% 52.8%
従業者率 17.7% 28.4% 34.2% 59.9% 20.6% 75.1%
ゾーン数 9 17 20 8 11

クラスター4
従業者数 107222 169876 148898 58.4% 38.9% -12.3%
従業者率 20.6% 23.1% 16.0% 12.1% -30.8% -24.4%
ゾーン数 33 26 20 -7 -13 -6

札幌市 1972 1986 1996 変化

3

3

 
 

図-8 1996 年のクラスター分布 

表-3 各年次の回帰係数、回帰定数及び相関係数 
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図-6 1972 年のクラスター分布 
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図-7 1986 年のクラスター分布 
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年次 項目 a b c 相関係数
最小値 -2.2049 0.0969 -0.2839 0.7965
最大値 0.4201 3.4477 0.9366 0.9996
平均値 -0.4824 1.0799 0.3855 0.9390
最小値 -1.0572 0.5467 0.0099 0.7994
最大値 -0.1177 1.7516 0.7876 0.9996
平均値 -0.5929 1.2547 0.3151 0.9660
最小値 -1.2248 0.5307 0.0103 0.7487
最大値 -0.1028 1.9208 0.7527 0.9995
平均値 -0.6242 1.2874 0.3095 0.9630

1972

1983

1994
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4.2. 各クラスター分類の従業地プリファレンス曲線 
 分析対象とする 53 ゾーンは図-5 及び表-2 に示すよ

うに、順位規模分布曲線によって大きく 4 つのクラス

ターに分類された。各クラスターの代表的なゾーンに

対する従業地プリファレンス曲線を取りまとめた結果

が図-9 である。また、表-4 には図-9 に図示されてい

る従業地プリファレンス曲線に対する回帰係数、回帰

定数及び相関係数等を示した。いずれのゾーンに対し

クラスター1 から 2、3、さら

に

分布の分散化に

地からみた通勤

通行動を視覚的に、計量的に分析を行った。 

交通を対象に種々の分析を行った結果、

札幌市の職住分布構造の変化（一極集中から分散化）

ても相関係数は高く、これらの結果からも従業地プリ

ファレンス曲線が 2 次曲線による曲線回帰が優れてい

ることが理解できる。 
図-9 に示す各曲線を見ると、クラスター1 から２，

３、さらにクラスター4 になるにつれて従業地プリフ

ァレンス曲線が左上にシフトし直線がより曲線状にな

っていることが窺える。また、回帰係数及び定数の変

化を見てみると、クラスター1 からクラスター4 になる

につれて、回帰係数 a は減少している傾向にあり、回

帰定数ｃは増加している傾向があることが分かる。こ

れらの結果から、同様に

クラスター4 となるにつれて近距離ゾーンからのト

リップ比率が多くなり、遠距離ゾーンからのトリップ

比率が減少していることが分かる。 
 図-10 は、CBD であるゾーン 1 と他のゾーンに比べ

て従業者が増加したゾーン 38（副都心：新札幌）の従

業地プリファレンス曲線を同じグラフ上に描いたもの

である。CBD での年次ごとの変化はあまり見られない

が、ゾーン 38 ではプリファレンス曲線が右にシフトし

ていることから、近距離ゾーンからのトリップ比率が

減少していることがわかる。このような従業地プリフ

ァレンス曲線の経年変化からも、職住

伴って各従業地ゾーンにおいて従業している就業者の

通勤距離の遠距離化が理解できる。 
 
5. あとがき 

以上、本研究においては職住分布構造としての従業

地分布を把握するために、各従業地ゾーンの従業密度

により順位規模分布曲線を作成するとともに、従業密

度によりゾーンをいくつかのクラスターに分類した。 

そして、各クラスターの代表ゾーンを対象に従業地

プリファレンス曲線を作成して、従業

交

札幌市の通勤

とともに、従業地への通勤交通行動としての遠距離等

を把握することができた。 

今後は、職住分布構造が異なる他の広域都市圏に関

しても分析を進めていきたい。 
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図-9 1972 年の代表ゾーンの従業地プリファレンス曲線 

 

表-4 代表ゾーンの回帰係数、定数及び相関係数 

ゾーン番号 年次 a b c 相関係数 クラスター
1972 -0.1862 1.1831 0.0051 0.9996 1
1983 -0.2097 1.2002 0.0099 0.9996 1
1994 -0.2425 1.2253 0.0103 0.9993 1
1972 -0.2923 1.2017 0.0846 0.9985 2
1983 -0.3340 1.2879 0.0443 0.9990 2
1994 -0.3680 1.2989 0.0567 0.9982 2
1972 -0.0977 0.9019 0.2029 0.9940 3
1983 -0.4551 1.2963 0.1477 0.9964 3
1994 -0.3509 1.1066 0.2335 0.9943 3
1972 -0.5949 1.0604 0.5174 0.9571 4
1983 -0.6420 1.1962 0.4248 0.9769 4
1994 -0.6082 1.1197 0.4662 0.9645 4
1972 -0.3988 0.8758 0.5026 0.9793 4
1983 -0.5799 1.0015 0.5495 0.9345 4
1994 -0.5732 1.0775 0.4586 0.9611 4
1972 -0.6283 1.3599 0.2670 0.9834 3
1983 -0.4797 1.2111 0.2473 0.9883 3
1994 -0.7659 1.5357 0.2025 0.9878 3
1972 -0.4602 1.1373 0.3144 0.9791 3
1983 -0.4773 1.2777 0.1958 0.9900 2
1994 -0.6015 1.4154 0.1751 0.9871 2
1972 -0.6541 1.1721 0.4459 0.9379 4

1.1
1.3  

 

図-10ゾーン1及びゾーン38の従業地プリファレンス曲線 
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